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｢産業 ･就業構造の変容と人材養成の課題｣
- 『ビジネス教育』試論-



















































































グ部門- すなわちサービス ･ソフト部門- や高機
能 ･高品質なパーツ部門が優位を占めるに至っている
のである(注6)｡こうしてビジネス ･プロセス ･ネット
ワークは新 ｢バリュー ･チェーン (ValueChain)｣
(注7)形成に結びついているのであるが- いわゆる







業 ･就業構造におけるサービス化 ･情報化 ･ソフト化
に繋がっているのである催 8)｡
かくして､IT化によって促進されているビジネ















































































































































































































(1)労 働 生 産 性 (単位 ;100万円/人､1990年価格)
1980 1985 1990 1995 1999 2010
農林水産業 3 3 4 4 4 7
鉱 業 23 20 33 29 34 40
製造業 18 19 23 25 27 38
建設業 12 12 15 14 13 15
電力.ガス.水道.運輸.通信 12 14 16 16 18 25
卸売 .小売業 5 6 7 7 7 ll
金融 .保険 .不動産 26 30 33 36 42 56
医療 .保健 .公共サービス 8 9 9 10 10 ll
対事業所サービス 6 8 9 ll 12 15
対個人サービス 8 9 9 9 9 12
合 計 10 12 14 14 15 19
(2)労働生産性伸び 率 (年平均､%)
1980-1985 1985-1990 1990-1995 1995-1999 1999-2010
農林水産業 3.9 3.9 0.8 0.6 4.4
鉱 業 .-2.7 9.7 -2.2 4.0 1.5
製造業 1.9 3.1 2.3 1.5 3.1
建設業 0.0 4.6 -2.1 -1.7 1.7
電力.ガス.水道.運輸.通信 2.9 2.7 1.0 2.3 3.1
卸売 .小売業 1.7 4.9 0.3 -0.3 3.7
金融 .保険 .不動産 3.0 2.0 2.1 3.6 2.6
医療 .保健 .公共サービス 1.7 0.3 1.0 0.5 1.1
対事業所サービス 4.7 2.8 3.1 3.1 2.3
対個人サービス 1.1 1.2 0.4 -0.2 2.3
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(1)産 業 構 造 の 展 望 (単位;%)
1980年 1985年 ､ 1990年 1995年 1999年 . 2010年
(構成比) 伸び率(構成比)伸び率(構成比)伸び率(構成比)伸び率(構成比)伸び率(構成比)
[80-85] [85-90] [90-95] [95-99] [99-10]
農林水産業 (2.8) 1.4( 2.6) 0.1( 2.1) -2.2( 1.7) -1.8( 1.6) -0.5( 1.1)
鉱 業 (0.5) -5.3( 0.3) 1.4( 0.2) -4.3( 0.2) -0.7( 0.2) -0.1(0.2)
製造業 (39.4) 4.0(40.8) 4.6(40.3) 0.6(38.6) 0.4(37.8) 2.7(_37.1)
建設業 (ll.4) -0.4( 9.4) 7.2(10.5) 0.3( 9.9) -2.6( 8.6) 0.8( 6.9)
電力.ガス.水道.運輸.通信 (7.9) 3.1( 7.8) 4.0( 7.5) 2.2( 7.8) 2.6( 8.3) 3.3(.8.7)
卸売 .小売業 ､ (9.3) 2.6( 8.9) 6.2( 9.5) 1.6( 9.6) -0.8( 9.0) 3.5( 9.5)
金融 .保険 .不動産 (8.8) 5.2( 9.7) 613(10.4) 2.1(10.7) 2.6(ll.4) 1.6(10.0)
医療 .保健 .公共サービス (10.2) 3.1(10.1) 1.9( 8.8) 2.5( 9.3) 2.0(9.7) 3.5(10.3)
対事業所サービス (2.3) 7.4( 3.7) 9.6( 4.5) 6.2( 5.7) 6.4(7.0) 4.8( 8.6)
対個人サービス (6.8) 3.2( 6.7) 3.4( 6.3) 2.2( 6.5) 1.0(6.5) 4.6( 7.7)
合 計 (100.0) 3.3(100.0) 4.9(100.0)l 1.4(100.0) 0.9(100.0) 2.9(1bo.o)
(2)就 業 構 造 の 展 望 (単位;%)
1980年 1985年 1990年 1995年 1999年 2010年
(構成比) 伸び率(構成比)伸び率(構成比)伸び率(構成比)伸び率(構成比)伸び率(構成比)
[80-85] [85-90] [90-95] [95-99] [99-10]
農林水産業 (ll.0) -2.4( 9.3) -3.7( 7.1) -2.9( 6.0) -2.3( 5.5) -4.7( 3.1)
鉱 業 ( 0.2) -2.8( 0.2) -7.5( 0.1) -2.1( 0.1) -4.5( 0.1) -1.6( 0.1)
製造業 (23.4) 2.0(24.7) 1.4(24.5) -1.7(21.9) -1.1(20.9) -0.4(19.1)
電力.ガス.水道.運輸.通信 ( 7.0) 0.1( 6.7) 1.3( 6.6) 1.2( 6.8) 0.3( 6.9) 0.2( 6.7)
卸売 .小売業 (18.8) 0.9(18.7) 1.2(18.4) 1.3(19.0) -0.5(18.6) -0.2(17.3)
金融 .保険 .不動産 ( 3.6) 2.1( 3.8) 4.2( 4.4) 0.0( 4.2) -1.0( 4.1) -1.P( 3.5)
医療 .保健 .公共サービス (12.9) 1.4(13.2) 1.6(13.2) 1.5(13.9) 1.5(14.7) 畠.3(18.1)
対事業所サービス ( 5.0) 2.5( 5.4) 6.6( 6.7) 3.0( 7.8) 3.2( 8.8) 2.4(10.9)










需 要 & &
1985年 1990年 1995年 2000年 2010年 2010年
lT関係技術者 63 89 95 118( 1.8%)172( 2.5%) 142( 2.0%)
その他の技術者 109 125 143 154( 2.4) 166( 2.5) 183( 2.6)
専門的職業従事者 465 525 579 614( 9.5) 813(12.0) 710(10.2)
管 理 235 259 273 197( 3.1) 125(1.8) 147( 2.1)
事 務 1,044 1,198 1,246 1,275(19.8) 1,267(18.7) 1,352(19.4)
販 売 828 896 941 960(14.9) 997(14.7) 1,047(15.1)
サービス 415 456 512 562( 8.7) 719(10.6) 729(10.5)
保 安 82 89 96 105( 1.6) 127( 1.9) 130( 1.9)
農林漁業 537 444 384 334( 5.2) 202( 3.0) 251( 3.6)
運輸通信 233 237 246 239( 3.7) 225( 3.3) 244( 3.5)
生産労務 1,797 ･1,929 1,903 1,821(28.2) 1,832(27.1) 1,842(26.5)
その他 10 33 39 76( 1.2) ぺ126(1,9) 175( 2.5)
(出所)同上 (表2)p.139-140より作成｡
表4 就業形態別就業者数の推移
1982年 1987年 1992年 ､ 1997年
罪 女 男 女 男 女 男 女
民間の役員 8.3 3.2 8.5 3.6 9.6 4.4 9.0 4.0
正規の職員.従業員 84.1 66.1 83.2 60.6 81.5 58.3 80.9 53.8
パート.アルバイト 2.8 26.0 4.0 31.8 5.0 33.5 6.3 37.7
派遣社員 p - - 0.1 0.3 0.2 1.5 0.2 0.9
嘱託等 1.7 1.6 1.6 1.5 1.8 0.6 ･1.8 1.7
その他 3.1 3.1 2.5 2.2 1.9 1.9 1.8 1.9



























































































































































































































































































































































































































































1975年度1980年度1985年度1990年度 1995年度 1997年度2000年度 2010年度
構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 年平均成長率[★75-95] 構成比 構成比 構成比 年平均成長率[★95-10]
農林水産業 9.4 5.5 4.5 3.6 ★2.7 -2.83 - - ★2.1 -0.45
鉱 業 ★1.3 - - - ★0.7 0.04 - - ★0.6 0.05
製造業 25.3 25.5 24.2 24.1 20.8 2.39 21.1 19.0 17.8 -0.04
建設業 13.4 13.5 10.9 ll.7 14.0 3.59 ll.7 14.3 14.0 1.06
電力 .ガス.水道 ★3.0ノ 4.5 6.1 5.6 5.9 6.71 6.9 6.9 6.8 2.36
卸売 .小売業 _ 14.1 13.0 13.2 13.9 12.5 2.90 12.5 13.7 13.9 1.56
金融 .保険業 ★4.0 4.0 - 3.5 ★3.3 2.23 - - ★2.7 -0.03
不動産業 6.4 7.9 8.8 9.3 9.9 5.28 10.4 10.1 10.5 1.69
運輸 .通信業 4.9 4.8 5.5 6.1 6.1 4.70 6.2 6.3 7.0 1.84
サービス業 8.6 10.1 12.6 13.2 15.4 5.98 15.8 15.5 17.0 2.28





(2)就 業構造 の展望 (単位;%)
1975年度1980年度1985年度1990年度 1995年度 1997年度2000年度 2010年度
構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 年平均成長率【75-95] 構成比 構成比 構成比 年平均成長率【95-10]
農林水産業 ★22.9 17.9 ★14.1 ★10.6 ★9.1 -4.24 - ★7.3 6.8 -1.68
鉱 業 ★0.3 - ★0.3 ★0.2 ★0.3 -0.93 - ★0.2 ★0.3 -0.16
製造業 ★22.9 22.5 ★22.5 ★24.6 ★23.1 0.33 - ★21.6 21.5 -0.27
建設業 ★9.4 ll.0 ★10.8 ★11.3 12.6 1.80 - ★12.6 13.4 0.60
電力∴ガス.水道 ★0.6 - - - ★0.7 0.60 - - ★0.7 0.25
卸売 .小売業 ★18.7 20.4 ★20.7 ★20.7 ★20.9 0.85 - ★21.3 21.1 0.26
金融 .保険業 ★1.8 - ★2.3 ★2.3 ★2.3 1.51 - ★2.2 ★2.2 -0.06
不動産業 ★0.3 - - - ★0.4 2.72 - - ★0.5 1.15
運輸 .通信業 ★5.3 5.3 ★5.2 ★5.1 ★5.1 0.03 - ★5.2 4.9 0.08
サービス業 ★14.7 16.4 ★17.9 ★19.9 ★22.1 2.35 - ★22.9 25.3 1.09





























































正社員 83.7 81.1 80.7
正社員以外の社員 16.3 18.9 19.3
契約社員 2.1 2.7 2.8
臨時的雇用者 2.5 2.5 2.5
パー.卜タイマー 9.0 9.9 ll.4
出向社員 1.0 1.5 0.9
派遣労働者 0.6 0.9 0.7
(2)正社員以外の社員を雇用する理由 (複数回苔､単位;%)
正社員を確保できないから 8.6 8.4 7.5 8.5 16.7 9.7
正社員を重要業務に専念させるため 10.5 6.5 20.9 10.6 20.8 9.7
長い営業 (操業)時間に対応するため 3.8 6.5 8.1 2.1 2.1 6.5
臨時.季節的業務量の変化に対応するため 16.2 16.1 1.1 ②33.5 ①29.0
■l
高年齢者の再雇用対策のため 22.9 13.1 6.9 2.1 4.2 6.5
正社員の育児.介護休業対策の代替にため 6.7 9.4 4.8 1.1 6.3 3.2
その他 2.9 4.7 7.5 ll.7 4.2 12.9






管理.監督職 (会社の社長､重役､本部課長､工場などの長など) 4.8 0.0 0.6 享奉賀 2.1 3.2
専門.技術職 (研究.技術者､システムエンジニア､デザイナーなど) ll.2 ll_.3 12.94 .十
事務職 (人事､総務､経理､秘書､集金人､販売.仕入､事務員など) 16.1斗9) 1号 ?草≡ ･1苦寒.圭･7
販売.営業職 (小売店主､不動産仲介､訪問販売､外交員など) 13.3 3.7 9.6 5.3 0.0 9.7
技能土.生産行程作業者 (塗装工､電気作業員､建築大工など) 10.6響 一l
運輸.通信従事者 (運転者､機関士､電話交換士など) 14.3 13.1 7.5 6.4 6.3 3.2
サービス.保安従事者 (客の案内､接待を行う職種､警備員など) ll.2 16.1 4.3琴











































過剰 適正 不足 BS] 増加 横這い 減少 BS] 増加 横這い 減少 BSl
全 体 14.5 60.9 24.6▲10.0 27.9 37.8 34.2 ▲6.3 23.2 56.8 19.9 3.3
部門別 設 計 .開 発 2.2 49.4 48.4▲46.1 19.5 66.5 14.0 5.5 34.4 60.5 5二1 29.3
事 務 .管 理 13.3 79.4 7.3 5.9 14.1 68.6 17.3 ▲3.2 7.6 75.8 16.7 ▲9.1
営 業 販 売 30 687 2 3 253 77 710 ll3 64 258 7 1 4. 18
生 産 .現 場 13.8 54.2 32.0▲18.2 25.9 36.9 37.2▲11.4 ･26.6 50.1 23.3 -3.3
職檀別 研 究 .技術者 1.0 40.7 58.3▲57.3 15.9 67.7 16.4 ▲0.4 36.3 56.8 6.9 29.4
技能 .熟練工 2.2 51.6 46.2▲44.0 ll.5 58.9 29.6▲18.1 27.5 57.2 15.2 12.3




部 門 別 職 種 別
全 体 設計.開発 事務 .管理 営業.販売 生産 .現場 研究.技術者 技能.熟練工 単純エ
全 体 3.3 29.3 ▲9.1 21.8 3.3 29.4 12.3 ▲12.1
業檀別 食 料 品 9.3 18.5 ▲4.2 17.7 12.1 29.9 21.6 2.2
繊 維 ▲17.3 ll.9 ▲11.2 9.9 ▲20.2 5.0 ▲7.8 ▲30.4
木 材 16.0 18.2 ▲20.8 16.7 ▲19.2 28.6 23.8 ▲30.3
化 学 ▲21.1 ▲11.8 ▲15.0 15.4 ▲9.1 5.6 ▲10.0 ▲28.6
窯 業 .土 石 ▲5.3 12.1 ▲10.5 22.2 ▲13.2 22.2 8.3 8.1
鉄 鋼 ▲18.8 0.0 ▲30.8 9.1 ▲35.7 ▲8.3 ▲35.7 ▲25.0
金 属 製 品 ll.7 37.0 ▲7.2 28.6 13.5 39.7 18.0 ▲6.6
一 般 機 械 5.2 49.2 ▲16.9 19.6 15.9 42.4 12.5 ▲22.6
電 気 機 械 7.2 36.6 ▲7.4 20.0 2.0 36.8 21.1 ▲11.7
輸 送 機 械 ▲17.9 39.1 ▲20.0 4.2 ▲10.7 44.0 3.4 ▲34.6
精 密 機 械 15.8 52.0 ▲4.3 30.0 16.0 54.5 39.1 4.3
そ の 他 ll.5 34.7 ▲6.0 34.8 16.1 30.0 15.4 ▲10.9
規模別 100人 未 満 7.6 28.0 ▲4.9 22.5 7.3 27.9 14.5 ▲8.3-
100- 299 ▲4.4 31.9 ▲14.3 22.0 ▲5.1 31.5 8.2 ▲20.1






























｢設計 ･開発｣部門や ｢研究 ･技術者｣についての需
要は総じて拡大しつつあり､とくに加工組立型業種に
































































































































































































































(1)家電業界における ｢トレーサビリティー ･システム｣ (2)
三菱マテリアルの実験イメージ家電量販店 集積場
過 ,L=軍 帽 闇












































































































































所 『同上』)p.59及び伊藤征一 ･篠宮宏明 ｢通
信ネットワークによる北東アジアの企業連携｣
((財)環日本海経済研究所<ERINA> 『情報通
信ネットワークによる北東アジアの企業連携』
[201年3月刊])p.1-9を参照のこと｡
(なお本稿の内容は筆者の個人的見解であることをお
断りしておく｡また､本稿は [URL;httl)://www.
with-online･com/vasuhiko/B-educationO?1029･htm]
にも搭載されているので参照されたい｡)
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